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研究要旨 
生物学的製剤（Bio 製剤）がもたらす JIA 患児家族の生活機能の変化を、平成 23 年度お

よび平成 24 年度の調査に回答した JIA 330 例を用いて、学校を含む日常生活や通院状況、

家庭経済状況に対する質問票と、PedsQL 調査票で評価した。  
Bio 製剤は、JIA 患児の日常生活や学校生活における生活機能を有意に改善していた。

その一方で、JIA による家庭経済への負担感をもつ家族は Bio 導入群に多く、その負担要

因は医療費や就労状況の変化ではなく、Bio 製剤の投与方法と関連した頻回の通院負担で

あった。  
PedsQL による生活機能評価は、従来から JIA で用いられてきた Class 分類による評価

と一致した。また、PedsQL では、身体機能と精神機能を個々に客観的に評価できる点で、

Class 分類より有用であった。  
また、JIA 患児の身体機能と精神機能には、有意な正の相関を認めたが、身体機能と乖

離した低い精神機能を示す例が、Bio 製剤導入群でみられた。その要因として、男児、全

身型、月 2 回以上の医療機関の受診や学校の欠席などが抽出された。 
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A. 研究背景と目的 

16 歳未満で発症した原因不明の慢性関節

炎は若年性特発性関節炎（JIA）と定義され、

臨床像から 7 つの病型に分類される。そのう

ち、全身型、少関節型、リウマチ因子（RF）
陽性多関節型、RF 因子陰性多関節型の 4 病型

が JIA 全体の 92%を占め 1)、その 30％の症例

は従来の治療に抵抗性であり、経過とともに

関節機能が障害され、日常生活や就労・進学

に支障をきたす。 
この難治性 JIA に対し、炎症性サイトカイ

ン遮断作用を持つ生物学的製剤（Bio 製剤）

が 1999 年に米国で初めて導入され、画期的な

治療成績が報告された。本邦においても、抗

IL-6 作用をもつ tocilizumab （TCZ）（2008 年）

や、抗TNF 作用を持つ etanercept （ETA） （2009
年）、adalimumab （ADA）（2011 年）が相次

いで保険適応となり、難治性 JIA に臨床寛解

をもたらしている。 
そこで我々は、小慢事業で JIA として登録

された症例を対象に、我が国に Bio 製剤導入

前後の時代（2007～2008 年）における患者の

実態や、Bio 製剤の導入状況や有効性を、医

学的視点から報告した 1-2)。一方、Bio 製剤が

患児家族の生活にどのような変化を起こした

かについての患者家族の日常生活の視点に立

った調査は本邦では行われていなかった。そ

こで平成 22 年度から、Bio 製剤による治療が

もたらした患児の日常生活や家族の経済状況
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の変化や、PedsQL 調査票を用いた包括的な

QOL 調査をおこなってきた 3-4)。 
その結果、生活機能においては、Bio 製剤

による治療が、それを必要としない症例と同

等のレベルまで改善させており、例えば学校

生活においては、欠席を減らし体育への参加

や一人での登下校を可能にしていた。その一

方で、病気により家庭経済が悪化したと回答

した家庭は、有意に Bio 製剤導入群に多く、

その負担要因としては医療費よりも通院費

（交通費）を挙げる保護者が多く、その通院

費（交通費）負担は、2 週間毎の通院（点滴

治療）が必須である TCZ 治療全身型 JIA 患児

家族で多かった。また、PedsQL 調査票は、

従来から使われてきた Class 分類と有意な相

関がみられたことから、JIA の患児家族の

QOL を客観的に評価する方法として有意で

あった。また PedsQL で評価した身体機能は

Bio 製剤で有意に改善していたばかりでなく、

精神機能とも有意な相関を示したが、身体機

能と乖離した低い精神機能を持つ患児の存在

も指摘されたが、その要因は不明であった 4)。 
しかし昨年度の調査では、解析対象が 250

例と少ないことが問題であった。また、経済

負担の要因として抽出された通院状況に関す

る調査項目がなかった。そこで本年度は、昨

年度と同じ調査を行うことで解析対象となる

症例を増やすことを試み、併せて通院状況に

関する項目を追加した。また、本調査に昨年

回答した患児家族についても、現在の状況を

改めて報告するよう依頼して、この 1 年間の

変化を調査する資料収集を試みた。 
 
 
B. 研究方法 
1. 対象 

小慢事業に登録され、調査時点（平成 24
年 10 月）の年齢が 8～18 歳の JIA 患児とその

保護者を調査対象とした。 
 
2. 方法 

1) 日常生活の包括的評価 
患児とその保護者の生活の質と機能の評価

には、Varni JW によって開発された PedsQL
（Pediatric Quality of Life Inventory 4.0）5)

のうち、包括的な QOL 評価尺度である

generic core scale（日本語版）を用いた。

PedsQL 調査票は、身体機能評価 physical 
function のために 5 段階尺度の順位回答から

なる 8 項目で構成され、100 点を満点とした 8
項目の平均点で評価される。一方、精神機能

psychological health function 評価に対して

は、感情機能 emotional function （5 項目）、

社会機能 social function （5 項目）、学校機

能 school function （5 項目）にわけられた

15 項目から構成され、同様な方法で計算され

た平均点で評価される。いずれも、高得点ほ

ど身体機能や精神機能が高いことを反映して

いる。 
この PedsQL 日本語版の validation は既に

本邦で検証済みであり 6)、8～12 歳、13 歳～

18 歳については本邦健康小児の測定値が報

告されているため、本研究の調査対象を 8～
18 歳の JIA 患児とその家族とした。 

一方、関節リウマチ RA や JIA では、その

日常生活機能の標準的な評価方法として、従

来から Steinbrocker の Class 分類が汎用され

ている。この Class 分類は、身体機能に加え

て趣味への意欲などを含む簡便で包括的な日

常生活の評価方法であり、ClassⅠ（全く支障

なし）、ClassⅡ（軽度支障）、ClassⅢ（か

なり支障がある）、ClassⅣ（車椅子または寝

たきり）の 4 つに分類される。そこで、本調

査では調査票にこの Class 分類項目を加え、

PedsQL の総合生活機能評価スコア（身体機

能＋精神機能）と比較した。 
2) 調査の実際 

昨年度の本調査に対して調査協力が可能と

回答した施設の担当医に、本年度の調査を依

頼するとともに返信用封筒に入れた調査票を

郵送した。具体的には、受診した JIA 患児家

族に担当医から本調査の目的や意義を説明し
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てもらい、協力が得られる場合は、調査票を

入れた返信用封筒を患児家族に手渡すよう依

頼した。 
調査票は、患児 （性別、年齢、病型等の病

態背景、治療内容、日常生活、学校生活）や

家族（通院状況、父・母の就労状況、病気発

症後の家庭経済の変化等）の状況調査票と、

PedsQL 調査票（本人記入用、保護者記入用）

からなり、状況調査票には昨年度の調査に回

答したかについて尋ねる項目を設けた。また、

本調査への患児家族の協力意思は、記入した

調査票を、研究者宛の返信用封筒で直接返送

してもらうことで確認した。加えて、倫理的

な観点から、氏名や住所など個人を特定可能

な項目は調査票から除外するとともに、調査

票の返送時に、返信用封筒に個人の氏名や住

所を書かないよう保護者に注意を喚起した。 
解析にあたっては、昨年度と本年度に回収

された調査票を用いたが、昨年の調査に回答

した症例は、性別、誕生日、病型、治療開始

時期や Bio 製剤導入日などの情報から抽出し

た。 
（倫理面への配慮） 

前述の通り、調査の依頼については担当医

から説明してもらい、自由意思により回答く

ださる方にのみ返信いただくことにより患児

家族の任意性を担保して実施した。また、不

要な個人情報は取得しないことにより、個人

情報保護に努めた。 
 
 
C. 研究結果 
1. 調査票の回収状況 

平成 23年度の本調査に協力が得られた 132
施設の担当医に、研究者宛ての返信用封筒に

入れた調査票 1551通を郵送し、8～18歳の JIA
患児とその家族に本調査の目的等の説明し、

調査協力を申し出た患児家族に手渡すように

依頼した。その結果、2013 年 1 月中旬までに

170 家族から調査票が研究者のもとに返送さ

れた。ただ、調査施設で患児家族に手渡され

た調査票の総数を確定できないため、正確な

回収率は不明であった。 
 
2. 患者プロフィール 

本年度に調査で調査票が回収された 170 例

のうち、90 例は昨年の調査（250 例）にも回

答を寄せた患児家族であった。そこで、昨年

からの調査で回答が得られた 330 例を解析対

象とし、昨年と今年の調査に回答した 90 例で

この 1 年間の変化を解析した（表 1）。 
最終調査時の罹病期間は全体では平均 6.4

年で、全身型が約 40％と最も多く、少関節型

や多関節型は 20%前後であった。 
最終調査時の治療では、Bio 製剤による治

療を受けているものが 195 例（60％）を占め、

Bio 製剤非導入例よりも多かった。また治療

を終了して無治療となっていた症例が約

10％を占めていたが、その 27.3%は過去に Bio
製剤の導入歴のある例であった。 
 
3. 患児家族の生活状況 

患児家族の生活状況を、Bio 製剤導入群と

非導入群にわけて検討した（表 2）。 
1) 日常生活 

調査時の日常生活を Class 分類で比較する

と、Bio 製剤非導入群の平均罹病期間は 5.8
年であったが、日常生活に支障がない Class
Ⅰが 80%以上を占めていた。一方、Bio 導入

群ではその導入時の罹病期間は 3.3 年と短い

ものの ClassⅠは 26％と少なく、軽度支障の

ある ClassⅡ（32.2%）や中等度の支障がある

ClassⅢ（33.7％）が中心で、車いすや寝たき

りとする ClassⅣも 8.0%にみられ、非導入群

とは有意差を認めた（p<0.0001）。また Bio
製剤が導入された 3.3 年後の評価では、Class
Ⅰが 77.5%に増加し、ClassⅡ以上の支障を持

つ例の比率は有意に減少し（p<0.0001）、非

導入群とほぼ同等の比率となった。 
2) 学校生活 

学校での生活機能としての体育授業への参

加、通学状況、出席状況について、Bio 導入
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群と非導入群に分けて検討した。その結果、

Bio 製剤で治療した患児の導入時の学校生活

においては、それぞれの項目に支障のある患

児の比率やその程度は、いずれの項目におい

ても非導入群と比べて有意に高かった（a vs 
b; 体育、通学、欠席頻度のいずれも p<0.0001）。
また、Bio 製剤による治療開始から平均 3.3
年後には、導入時と比べて学校生活の支障度

は各項目において有意に低率となった （b vs 
c: 体育、通学、欠席頻度のいずれも p<0.0001）
が、非導入群と比較すると、学校生活の支障

を持つ患児の比率は有意に高いままであった

（a vs c; 体育 p=0.0009、通学 p=0.0001、欠席

頻度 p=0.0074）。 
3) 家庭経済 

病気発症後の家庭経済の変化については、

Bio 製剤導入群に著明悪化、多少悪化とする

例が有意に多く、非導入群とは有意差を認め

た（p=0.0051）。また、その家庭経済の悪化

要因として、医療費や欠勤の増加、就労状況

の変化を挙げた保護者の比率には違いはなか

ったが、通院費を挙げた例は有意に Bio 製剤

導入群に多かった（p=0.0478）。 
そこで、患児の通院状況について、Bio 製

剤導入群と非導入群で検討した（表 3）。そ

の結果、通院時間や通院方法、宿泊の要不要、

1 回の通院費用には有意差を認めなかったが、

通院間隔が短いものが Bio 製剤導入群に有意

に多かった（p<0.0001）。 
そこで通院間隔と家庭経済の変化を、JIA

の病型と Bio 製剤の投与方法別に検討した

（表 4）。その結果、2 週間ごとに tocilizumab 
（TCZ） の点滴投与が必要な全身型 JIA の場

合、家庭経済が著明に悪化したと回答した例

が 10％を占め、多少悪化したとする家族も含

めた比率は、自宅での自己注射が可能な

etanercept （ETA）群より有意に高率であっ

た（p=0.0349）。 
4) 1 年間の日常生活の変化 

昨年度の調査に引き続き今年度の調査に回

答した 90 例において、この 1 年間の日常生活

や治療の変化を検討した。この 1 年間に 5 例

で新たに Bio 製剤が導入されていたが、全体

としては有意な生活機能の変化はみられなか

った（表 5）。 
 
4. PedsQL による生活機能評価 
1) Class 機能分類との比較 

Class 分類による日常生活機能評価を、

PedsQL の身体機能評価と精神機能（感情機

能、社会機能性、学校機能）評価を加えた総

合生活機能評価と比較した。本調査では患児

の Class 分類の評価を保護者に依頼したこと

から、保護者が評価した PedsQL 総合生活機

能スコアを用いて検討したところ、JIA 患児

の PedsQL による総合生活機能スコアは、

Class 分類を反映して有意な低下を認めた

（Kraskal-Wallis, P<0.0001）、（図 1）。 
2) 身体機能と精神機能の関連 

患児自身が評価した PedsQL スコアを用い

て、患児の身体機能と精神機能の関連を Bio
導入群と非導入群にわけて検討した。その結

果、身体機能と精神機能の間には、いずれの

群においても有意な強い相関が認められた

（Bio 非導入群: R2=0.496、p<0.0001、Bio 導入

群: R2=0.385, p<0.0001）（図 2a,b）。しかし

ながら、非 Bio 製剤導入群では身体機能と精

神機能の一致度が高く、評価スコアは相関直

線近傍に集約していたが（図 2a）、Bio 製剤

導入群では身体機能と乖離した低い精神機能

を持つ例がみられた（図 2b）、極端に乖離し

た低値例はTCZ治療中の全身型 JIA患児であ

った（図 3a, 3b）。 
そこで、身体機能スコア値と精神機能スコ

ア値の差を Bio 導入群全体で検討したところ、

その差の標準偏差は 15.0 であった。さらに、

精神機能スコア値が身体機能スコア値より

15.0 以上低い群を、身体機能から乖離した低

い精神機能を持つ例（精神機能低値群）と規

定して、偏差値が-15.0 以内の正常群と比較し

た。その結果、有意に精神機能低値群に多か

ったものは、男児（ p=0.0157）、全身型
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（p=0.0141）、送迎を要すもの（p=0.0351）、

月 2 回以上欠席があるもの（p=0.0180）、通院

間隔が 2 週間以内のもの（p=0.0018）、Bio 製

剤で治療中のもの（p=0.0050）であった（表 6）。
一方、日常生活の支障度を示す Class 分類の

比率には両群間に有意差を認めなかった。 
 
 
D. 考察 

昨年度と今年度の調査で、330 例の JIA 患

児家族から調査票が回収され、本研究の解析

調査の対象となった。この 330 例の JIA 病型

を検討すると、全身型 40%、少関節 23%、RF
陽性多関節型 20％、RF 陰性多関節型 18%で

あり、本研究班で本邦で初めて JIA の病型比

率を報告した平成 19 年度の報告（それぞれ

42％、20％、18％、14%）とほぼ同率であっ

た。また、JIA の患者数を capture-recapture
法を用いて調査した報告 7) では、この 4 病型

の JIA 患者は 2,427～3,360 と推定されている

ことから、本研究では本邦 JIA 患児の約 10%
を、病型のばらつきなく均等に収集できたも

のと思われた。 
Bio 製剤は難治性 JIA 患児の日常生活、学

校生活を改善させていたことが、今回の調査

から明らかとなった。また、罹病期間 3.3 年

の Bio 導入群の導入時の生活機能は、罹病期

間 5.8 年の Bio 製剤未導入群の生活機能と比

べて有意に低かったことから、従来の治療に

不応な症例では、生活機能が急速に障害され

ることが示された。また、Bio 製剤は既に生

活機能に障害のある症例に導入され、その導

入 3.3 年後の JIA 患児の生活機能は有意に改

善していたが、その生活機能は、同じ罹病期

間の Bio 製剤未導入群と比べると有意に低か

った。このことは、初期治療に不応な JIA に

対して、Bio 製剤をより早期に導入すべきと

する意見を支持するものであった。 
病気により家庭経済の状況が悪化したと回

答した家族は、非導入群と比べて Bio 製剤導

入群で有意に多かった。Bio 導入群における

家庭経済の悪化要因としては、医療費や保護

者の就労状況の変化ではなく、頻回の通院が

負担要因であることが示された。一方、Bio
製剤の投与法は、Bio 製剤の種類と JIA の病

型で規定されており、ETN や ADA などの皮

下注製剤は自宅での自己注射が可能なため、

病勢が安定していれば、1～2 か月ごとの受診

が可能である。一方、点滴投与が必要な TCZ
は病院での投与が必須であり、その投与間隔

は多関節型 JIA では月 1 回、全身型 JIA では

2 週間ごとが原則である。したがって、TCZ
で治療中の全身型 JIA では 2 週ごとに受診す

る必要があり、そのことが患児家族に経済負

担を与えているものと思われる。なお、TCZ
の皮下注製剤が開発され、最近になり関節リ

ウマチ RA で保険適応となったが、JIA に対

する適応拡大が望まれる。 
PedsQL による生活機能の評価では、身体

機能のみならず、感情、心理、学校適応から

なる精神機能を個別に測定できるため、身体

機能と精神機能を分離して解析することが可

能である。特に思春期という心理的に不安定

な時期を過ごすことの多い JIA では、心理・

精神面の機能を身体機能と分離して検討する

ことが求められるが、従来の Class 分類では

その評価が困難であった。その意味で、JIA
患児の PedsQL の総合生活機能スコアが従来

の Class 分類を反映していたこと、また身体

機能と精神機能とが有意な強い相関を示した

ことは、PedsQL が JIA の生活機能評価とし

て有用であることを示している。 
その PedsQL で評価した JIA 患児のうち、

身体機能と乖離した低い精神機能を示す例は

Bio 導入群に有意に多く、これらの症例では、

男児、登下校に送迎が必要な者、全身型 JIA、

学校を月に 2 日以上休む者などの比率が有意

に高かった。また有意差はなかったものの

Bio 製剤の中では TCZ で治療中の患児の比率

が高かった。全身型 JIAに対するTCZ投与は、

2 週間毎に点滴静注で投与するため、原則 2
週間に 1 回の受診が必要となる。したがって、
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このことが欠席頻度を高め、欠席がちである

ことで生じる学校での人間関係や授業の理解

度など、二次的に派生する問題も精神機能に

負の影響を与えたとも考えられる。これらの

要因がどのような機序で JIA 患児に低い精神

機能を惹起しているかについては、家族や学

校での人間関係も含めた詳細な解析が必要と

思われる。 
 
 
E. 結論 

Bio 製剤がもたらした JIA 患児家族の生活

機能の変化を、平成 23 年度および平成 24 年

度の調査に回答のあった JIA 330例を用いて、

学校を含む日常生活、通院状況や家庭経済状

況、PedsQL 調査票で評価し、下記の結論が

得られた。 
1) Bio 製剤は、JIA の日常生活や学校生活にお

ける生活機能を有意に改善していた。 
2) JIA による家庭経済への負担感をもつ家族

は Bio 導入群に多く、その負担要因は医 
療費や就労状況の変化ではなく、頻回の通

院負担であった。 
3) PedsQL による生活機能評価は、従来から

JIA で用いられてきた Class 分類による評

価と一致した。また、PedsQL では、身体

機能と精神機能を個々に客観的に評価で

きる点で、Class 分類より有用であった。 
4) JIA 患児の生活機能を PedsQL で評価する

と、患児の身体機能と精神機能には、有意

な正の相関を認めた。 
5) 身体機能と乖離して低い精神機能を示す

例が Bio 製剤導入群に有意に多くみられ

た。またその要因として、全身型 JIA、男

児、登下校における送迎、月 2 回以上の受

診および学校欠席のなどが抽出された。そ

の状況解明には患児の周囲環境など、更な

る要因解析が必要である。 
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表 1: 対象のプロフィール  
症例数  330  
男女  134：286  
年齢  

  
 

発症時  7.2±4.3 (0.4-15.9) 

 調査時* 13.4±3.2 (8.0-18.0) 
罹病期間  

  
 調査時* 6.4±4.0 (0.2-17.7) 
発症病型(n=308)  (%) 

 
全身型  122 39.6  

 
少関節型  71 23.1  

 RF陽性多関節型  61 19.8  

 RF陰性多関節型  54 17.5  
調査時の治療*  (%) 

 
生物学的製剤  195/325 60 

 
ステロイド  117/304 38.5 

 MTX 179/306 58.5 

 他の DMARDs 56/283 19.8 

 治療 off 33/318 10.4 
* H23, H24 年の調査に回答した 90 例では H24 調査時の

データを使用した  
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表 2：日常生活と家庭経済                   

   
非導入群  

 
導入群  

 P value 
      a 調査時    b 導入時  c 調査時   a vs b a vs c b vs c 
罹病期間  5.8±3.7   3.3±3.2 6.6±4.1   
日常生活  (n=117) (%) 

 
(n=199) (%) (n=204) (%) 

    
 ClassⅠ  97 82.9  

 
52 26.1  158 77.5  

 
<0.0001 ns <0.0001  ClassⅡ  19 16.2  

 
64 32.2  40 19.6  

 
 ClassⅢ  1 0.9  

 
67 33.7  5 2.5  

 
  ClassⅣ  0 0.0    16 8.0  1 0.5    
学校生活  

           
 体育  (n=118) (%) 

 
(n=187) (%) (n=204) (%) 

    
  すべて参加  77 65.3  

 
29 15.5  93 45.6  

 
<0.0001 0.0009 <0.0001   内容で見学  35 29.7  

 
76 40.6  80 39.2  

 
 

  殆ど見学  6 5.1    82 43.9  31 15.2    

 通学  (n=117) (%) 
 

(n=185) (%) (n=202) (%) 
    

  一人で 107 91.5  
 

77 41.6  145 71.8  
 

<0.0001 0.0001 <0.0001   時々送迎  3 2.6  
 

31 16.8  25 12.4  
 

   常に送迎  7 6.0    77 41.6  32 15.8    

 欠席頻度  (n=118) (%) 
 

(n=183) (%) (n=202) (%) 
    

  なし 98 83.1  
 

72 39.3  128 63.4  
 

<0.0001 0.0074 <0.0001 
  0-1/月  15 12.7  

 
26 14.2  42 20.8  

 
  2-3/月  3 2.5  

 
31 16.9  22 10.9  

 
  4-5/月  1 0.8  

 
19 10.4  4 2.0  

 
  週 2 日以上  1 0.8  

 
12 6.6  2 1.0  

 
    殆ど欠席  0 0.0    23 12.6  3 1.5    
家庭経済の変化  (n=116) (%) 

   
(n=182) (%) 

    
  著明悪化  4 3.4  

   
10 5.5  

  
0.0051 

 
  多少悪化  40 34.5  

   
96 52.7  

   
  不変  71 61.2  

   
76 41.8  

   
 

  改善  1 0.9        0 0.0        

 悪化要因  (n=43) (%) 
   

(n=105) (%) 
    

  医療費  23 53.5  
   

51 48.6  
  

ns 
 

  通院費  22 51.2  
   

72 68.6  
  

0.0478 
 

  欠勤増加  17 39.5  
   

27 25.7  
  

ns 
 

  就労変化  7 16.3  
   

25 23.8  
  

ns 
 

    他  3 7.0        11 10.5          
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表 3： 通院状況          
    Bio 非導入群  Bio 導入群* P 
通院頻度  (n=52) (%) (n=106) (%)  
 
毎週  0 0.0  2 1.9  

p<0.0001 

 2 週毎  2 3.8  26 24.5  

 3 週毎  1 1.9  17 16.0  

 月 1 回 17 32.7  53 50.0  

 2 か月毎  15 28.8  6 5.7  

 3 か月毎  13 25.0  2 1.9  
  年 1-2 回  4 7.7  0 0.0  
時間（片道） (n=52) (%) (n=107) (%)  
 30 分以内  16 30.8  26 24.3  

ns  1 時間以内  24 46.2  41 38.3  

 2 時間以内  10 19.2  31 29.0  
  3 時間以上  2 3.8  9 8.4  
所在地  (n=52) (%) (n=107) (%)  
 
市町村内  22 42.3  31 29.0  

ns  
県内  22 42.3  59 55.1  

  県外  8 15.4  17 15.9  
方法  (n=52) (%) (n=107) (%)  
 
徒歩  4 7.7  3 2.8  

ns 
 
バス鉄道  10 19.2  23 21.5  

 
自家用車  38 73.1  82 76.6  

 
飛行機  0 0.0  0 0.0  

  船舶  0 0.0  0 0.0  
宿泊  (n=51) (%) (n=107) (%)  
 
不要  50 98.0  107 100.0 

ns  
時々必要  1 2.0  0 0.0  

  常に必要  0 0.0  0 0.0  
費用（往復） (n=52) (%) (n=106) (%)  
 
千円未満  16 30.8  22 20.8  

ns 
 5 千円未満  25 48.1  53 50.0  

 1 万円未満  8 15.4  25 23.6  

 2 万円未満  0 0.0  5 4.7  
  2 万円以上  1 1.9  1 0.9  
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表 4: Bio 製剤の投与法と家庭経済の変化                  

  全身型  
 

関節型  
 

p-value 

  a.TCZ 
 

b.TCZ c.ETA d.ADA 
 

a vs b a vs c a vs d 

    静注  2w
毎   

静注  4ｗ
毎  

自己

注  
2/w
毎  

自己

注  
1/2w
毎  

 
   

受診間隔  (n=49) (%)  (n=27) (%) (n=12) (%) (n=7) (%)     

 ～3 週毎  48 98.0  
 

0 0 0 0 2 28.6   ＜.0001 ＜.0001 ＜.0001 
  月 1 回～ 1 2.0    27 100 12 100 5 71.4    

経済変化  (n=78) (%) 
 

(n=43) (%) (n=21) (%) (n=14) (%) 
    

 著明悪化  8 10.3  
 

1 2.3  0 0.0  0 0.0   
ns* .0349* ns*  多少悪化  45 57.7   21 48.8  9 42.9  7 50.0   

  不変  25 32.1    21 48.8  12 57.1  7 50.0    

 *悪化 vs 不変  自己注：皮下注製剤          
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表 5: 1 年間の日常生活・家庭生活の変化（n=90）               

   
非導入群  

 
Bio 製剤導入群  

   H23 度調査    H24 度調査  p  H23 度調査    H24 度調査  p 
      (n=28)   (n=23)     (n=62)   (n=67)   
日常生活  (n=27) (%) 

 
(n=23) (%) 

  
(n=62) (%) 

 
(n=67) (%) 

 
 

ClassⅠ  21 77.8  
 

19 82.6  ns 
 

46 74.2  
 

55 82.1  

ns  
ClassⅡ  6 22.2  

 
4 17.4  

  
13 21.0  

 
10 14.9  

 ClassⅢ  0 0.0   0 0.0    2 3.2   1 1.5  
  ClassⅣ  0 0.0    0 0.0      1 1.6    1 1.5  
学校生活  

             
 

体育  (n=28) (%)  (n=23) (%)   (n=62) (%)  (n=67) (%)  
  

すべて参加  15 53.6  
 

17 73.9  

ns 
 

26 41.9  
 

33 49.3  

ns   
内容で見

学  9 32.1   6 26.1   27 43.5   25 37.3  

 
  殆ど見学  4 14.3    0 0.0    9 14.5    9 13.4  

 
通学  (n=28) (%) 

 
(n=23) (%) 

  
(n=62) (%) 

 
(n=66) (%) 

 
  

一人で 25 89.3   23 100.0  
ns 

 43 69.4   49 (%) 
ns 

  
時々送迎  1 3.6  

 
0 0.0  

 
7 11.3  

 
7 10.6  

 
  常に送迎  2 7.1    0 0.0    12 19.4    10 15.2  

 
欠席頻度  (n=28) (%)  (n=23) (%)   (n=61) (%)  (n=66) (%)  

  
なし 25 89.3  

 
21 91.3  

ns 

 
40 65.6  

 
45 68.2  

ns 
  0-1/月  2 7.1   1 4.3   13 21.3   15 22.7  

  
2-3/月  1 3.6  

 
0 0.0  

 
3 4.9  

 
2 3.0  

  
4-5/月  0 0.0  

 
0 0.0  

 
2 3.3  

 
1 1.5  

  週 2 日以上  0 0.0   1 4.3   1 1.6   1 1.5  
    殆ど欠席  0 0.0    0 0.0    2 3.3    2 3.0  
経済変化  (n=28) (%) 

 
(n=23) (%) 

  
(n=61) (%) 

 
(n=63) (%) 

 
  

著明  1 3.6   1 4.3  
ns 

 5 8.2   4 6.3  
ns 

  
多少悪化  13 46.4  

 
4 17.4  

 
32 52.5  

 
29 46.0  

    不変  14 50.0    18 78.3    24 39.3    30 47.6  
PedsQL              
 

患児の評価  
             

  
身体機能  92.0±12.4  95.4±8.1 ns  88.1±16.7  89.8±16.4 ns 

  
精神機能  94.0±6.6 

 
94.7±6.2 ns 

 
87.8±13.8 

 
90.4±13.1 ns 

 
親の評価  

             
  

身体機能  87.9±15.9 
 

88.9±18.4 ns 
 

80.7±21.3 
 

80.5±21.8 ns 
    精神機能  87.4±12.0   88.6±12.4 ns   83.6±15.5   83.2±15.2 ns 

 
  



 
 

 

- 123 - 
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表 6-1: 身体機能に対する精神機能とその要因    

   
正常群  

 
精神機能低値群  

p-value 
      (n=310)   (n=17) 
発症年齢  7.2±4.3 

 
7.8±4.6 ns 

調査時年齢  13.5±3.1 
 

12.8±4.0 ns 
罹病期間  6.5±4.1   5.0±2.9 ns 
男/女  92/218   10/7 0.0157 
病型  (n=290) (%) 

 
(n=16) (%) 

 
 

全身型  110 37.9  
 

11 68.8  0.0141 

 
少関節型  68 23.4  

 
2 12.5  ns 

 
RF 陽性  59 20.3  

 
2 12.5  ns 

  RF 陰性  53 18.3    1 6.3  ns 
Class 値  1.2±0.5 

 
1.1±0.3 ns 

 
Class 分類  (n=306) (%) 

 
(n=17) (%) 

 
  

ClassⅠ  243 79.4  
 

14 82.4  

ns   
ClassⅡ  56 18.3  

 
3 17.6  

  
ClassⅢ  6 2.0  

 
0 0.0  

  
 

ClassⅣ  1 0.3    0 0.0  
学校生活  

      
 

体育  (n=306) (%) 
 

(n=17) (%) 
 

  
すべて参加  163 53.3  

 
10 58.8  

ns 
  

内容で見学  111 36.3  
 

3 17.6  

 
  殆ど見学  32 10.5    4 23.5  

 
通学  (n=303) (%) 

 
(n=17) (%) 

 
  

一人で 243 80.2    10 58.8  
0.0351 

  
時々送迎  25 8.3  

 
3 17.6  

 
  常に送迎  35 11.6    4 23.5    

 
欠席頻度  (n=303) (%) 

 
(n=17) (%) 

 
  

なし 216 71.3  
 

10 58.8  
 

  
0-1/月  55 18.2    2 11.8  

0.018 
  

2-3/月  23 7.6  
 

2 11.8  

  
4-5/月  5 1.7  

 
1 5.9  

 
  

週 2 日以上  3 1.0  
 

0 0.0  
 

    殆ど欠席  1 0.3    2 11.8    
家庭経済の変化  (n=293) (%) 

 
(n=16) (%) 

 
  

著明悪化  14 4.8  
 

1 6.3  
ns 

  
多少悪化  133 45.4  

 
10 62.5  

    不変  146 49.8    5 31.3  
通院頻度  (n=158) (%) 

 
(n=7) (%) 

 
  

毎週  26 16.5  
 

3 21.4  
 

  
2 週毎  18 11.4    3 21.4  

0.0018 
  

3 週毎  71 44.9  
 

1 7.1  

  
月 1 回  22 13.9  

 
0 0.0  

 
  

2 か月毎  17 10.8  
 

0 0.0  
 

  
3 か月毎  4 2.5  

 
0 0.0  

 
    年 1-2 回  0 0.0    0 0.0    
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表 6-2: 身体機能に対する精神機能とその要因      

   
正常群  

 
精神機能低値群  

p-value 
      (n=294)   (n=17) 
治療  

      
 

Bio 製剤  (n=306) (%) 
 

(n=16) (%) 
 

  
現在  179 58.5  

 
15 93.8  

0.0050  
  

非導入  127 41.5  
 

1 6.3  

 
Bio 製剤  (n=174) (%) 

 
(n=13) (%) 

 
  

INF 12 6.9  
 

1 7.7  ns 

  
ETA 28 16.1  

 
0 0.0  ns 

  
TCZ 117 67.2  

 
11 84.6  ns 

  
ADA 17 9.8  

 
1 7.7  ns 

 
他の治療  

 
(%) 

  
(%) 

 
  

ステロイド 109/289 37.7  
 

6/11 54.5  ns 

  
MTX 170/288 59.0  

 
8/15 53.3  ns 

    DMARDｓ 51/268 19.0    4/12 33.3  ns 
 
 
 
 
 
 


